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１． １６年９月中間期の連結業績（平成１６年 ４月 １日～平成１６年 ９月３０日） 
(1) 連結経営成績                           （百万円未満四捨五入） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

690,791       3.8 
665,389       2.6 

15,501     △15.3 
18,308     △50.4 

15,061     △38.5 
24,476     △21.6 

16年 3月期 1,439,451           50,324             56,614             
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

8,275    △57.4 
19,404      16.2 

10.63 
26.15 

10.62 
24.99 

16年 3月期 38,649     50.62 49.66 
(注)①持分法投資損益    16年9月中間期  △ 271 百万円  15年 9月中間期  － 百万円   16年 3月期 － 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 16年9月中間期 778,789,979株    15年9月中間期 742,134,813株   16年3月期 760,337,498株 
    ③会計処理の方法の変更   有 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

1,392,312 
1,367,514 

464,215 
450,080 

33.3 
32.9 

595.71 
578.22 

16年 3月期 1,349,727 453,708 33.6 582.60 
(注)期末発行済株式数（連結） 16年9月中間期  779,266,301株    15年9月中間期778,391,842株   16年3月期 778,489,633株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

37,307 
25,930 

△62,405 
△57,384 

22,342 
19,918 

137,204 
158,425 

16年 3月期 99,774 △127,140 2,335 139,401 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 66社  持分法適用非連結子会社数  4社  持分法適用関連会社数  1社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  なし (除外) なし   持分法 (新規) 5社 (除外)  なし 
 
２．17年3月期の連結業績予想（平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

通   期 1,450,000 47,000 32,000 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   41.06 円 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在

における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 業績予想

の前提条件その他に関する事項につきましては、添付資料７ページを参照してください。 
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１．企 業 集 団 の 状 況 

 
当社及び当社の関係会社（当社、子会社１１３社、関連会社１１社及びその他の関係会社２社(平成
１６年９月３０日現在)により構成）においては、自動車部門、産業機器部門、航空宇宙部門及び  
サービス・その他の４部門に関係する事業を主として行っており、その製品は多岐にわたっています。 
各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 
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 ２．経  営  方  針 

 
１．会社の経営の基本方針 
当社は、以下を企業理念としております。 
① 常に先進の技術創造に努め、お客様に喜ばれる高品質で個性のある商品を提供します。 
② 常に人、社会、環境の調和を目指し、豊かな社会づくりに貢献します。 
③ 常に未来を見つめ国際的な視野に立ち、進取の気性に富んだ活力ある企業を目指します。 
 
こうした企業理念のもと、当社では『存在感と魅力ある企業』を経営ビジョンとして掲げ、企業価値
を向上すべく努力を重ねております。そして自動車をはじめ、航空宇宙、産業機器、エコ事業など様々
な事業分野で、スバルならでは、富士重工業ならではの高品質で個性ある商品を提供することを通じ、
社会と共に発展・飛躍し、株主やお客様をはじめとする全てのステークホルダーの皆様の満足と信頼を
得られる企業を目指してまいります。 

 
２．中長期的な会社の経営戦略 
当社では平成１４年５月に平成１４年度から平成１８年度までの５ヵ年を対象とする新中期経営計画   

Fuji Dynamic Revolution-１（ＦＤＲ-１）を発表し、『存在感と魅力ある企業』の実現に向けて、
この計画に沿った活動を推進しております。 
ＦＤＲ-１では、『プレミアムブランドを持つグローバルプレーヤー』を中長期的なビジョンに掲げ、
自動車事業を中核に、生産、販売、研究開発、アフターサービスなど、あらゆる活動を通じて、全世界
のお客様に認知され得る特別な価値とブランド力をもつ企業グループとして、確固たる地位の確立を 
目指しております。 
ＦＤＲ-１の３年目を迎え、鉄道車両事業やバス事業などの不採算事業からの撤退に続き、本年４月
にはハウス事業の分社化、また８月には株式交換による輸送機工業株式会社の完全子会社化を完了させ、
事業再構築を着実に進めております。 
  
 自動車事業では国内において、９月には登録車国内販売累計３００万台を達成いたしました。これは
「レガシィ」をはじめとした当社の商品や販売・サービス等において、お客様に評価をいただいた積み
重ねであると認識しております。さらに同じく９月には国内初開催のＷＲＣ（ＦＩＡ世界ラリー選手
権）「ラリー・ジャパン２００４」でスバルチームは総合優勝を飾ることができました。この優勝の勢
いを追い風に、商品開発から販売体制に至る全ての領域において、スバルブランドの浸透を図ることに
より、ＦＤＲ-１で掲げるブランド力のさらなる向上を目指してまいります。 
 また軽自動車につきましても、昨年１２月に発売した新しいコンセプトによる軽乗用車「スバル  
Ｒ２」に続く追加車種の導入など事業の強化を図ってまいります。 
 一方、国内と並ぶ最重点市場である米国では、本年５月に「新型レガシィ」を発売し好調なスタート
を切ることができました。今後とも生産・販売・サービスの連携を一層強化し、確実な成果へと繋げて
まいります。また本年３月には当社とゼネラルモーターズ（ＧＭ）傘下にあるスウェーデンのサーブオ
ートモービルが共同開発した「サーブ９-２Ｘ」の生産を開始しました。今後も引き続きＧＭグループ
としてのアライアンス戦略を一層加速させてまいります。さらに昨今成長著しい中国においても、販売
網の構築に着手し、重要な一歩を踏み出しました。 
 
自動車以外の事業につきましても、航空宇宙カンパニーでは、防衛庁向け大型プロジェクトの開発作 
業の着実な推進をはじめとして、ボーイング社の次世代旅客機７Ｅ７の共同開発への参画、小型   
ジェット機エクリプス５００への主翼供給などの新たなプログラムへ向けて積極的に取り組んでおりま
す。 
 産業機器カンパニーでは、多種多様な機器に搭載されているロビンエンジン並びに米国ポラリス社向
けのスノーモービルや四輪バギー車用エンジンの開発製造など、今後もマーケットニーズに合った商品 
投入をタイムリーに進めてまいります。 
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エコテクノロジーカンパニーでは、本年４月には新明和工業株式会社との次世代型塵芥収集車の共同
開発に着手し、この市場におけるトップブランドとしての基盤強化を図るとともに、環境事業の分野で
も独自技術を有する知能ロボットなど、新たな可能性にチャレンジしてまいります。 
 
 こうした新しい商品をはじめとして、販売、サービスなど全ての領域で、常に新たな価値を創造し、
お客様へ提案することにより、ＦＤＲ-１を一歩一歩着実に前進させてまいります。 
またＧＭグループの一員として、開発・生産・販売等あらゆる領域においてグループ内での協力体制
を強化し、ＧＭグループならではのグローバル経営の強化をより推進してまいる所存です。 

 
３．会社の利益配分に関する基本方針 
当社は、株主の皆様の利益を重要な経営課題のひとつと位置付けており、長期的に安定した配当の維
持を基本とし、業績や配当性向などを総合的に考慮しながら実施していく方針です。また、内部留保金
につきましては、財務体質の強化を図りながら、魅力ある商品展開のための研究開発や生産・販売体制
の強化など、将来の成長、発展に向けた投資へ充当してまいります。 
 
４．会社の対処すべき課題 
当社では中期経営計画ＦＤＲ-１のもと、商品開発から販売・サービス体制に至る全ての領域で経営
環境の変化に対応しながら、中長期的な目標とビジョンの実現を目指し、常にお客様本意の経営で、 
企業価値の向上を図ることが重要課題と考えております。 
同時に地球環境保全やコンプライアンスなど、企業の社会的責任としての諸活動にも積極的に取り組
み、株主やお客様をはじめとする全てのステークホルダーの皆様の期待に応え、信頼される企業として、
より一層の努力をしてまいります。 
 
５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 
（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、株主やお客様をはじめとする全てのステークホルダーの皆様の信頼に沿うべく、コーポ
レート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。 
    取締役会および監査役会において、重要な業務執行の決定や監督および監査を行っております。 
取締役会は取締役８名により構成され、業務に関する意思決定の迅速化を図っております。監査役
会は監査役４名により構成され、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行っており
ます。 
    また、取締役会の事前審議機関として経営会議を置き、全社的経営戦略および重要な業務執行の 
審議を行っております。 
 
（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
当社は平成１１年６月より執行役員制を採用し、各事業の管理執行責任を明確化する経営体制を
とってまいりました。さらに平成１４年６月には、自動車を中核に据え、航空宇宙、産業機器・ 
エコテクノロジーの各事業部門を社内カンパニー制へ移行し、経営と執行の明確化と経営のスピー
ドアップを図りました。 
  また、激しい経営環境の変化に機動的に対応するとともに、コーポレート・ガバナンスをより充
実させるため、平成１５年６月に取締役、執行役員の任期を２年から１年に短縮しました。 
 さらに、平成１６年６月より取締役会の決議に基づき、役員の任用決定を行う役員指名会議と、 
同じく役員の報酬、業績考課などの決定を行う役員報酬会議を設置し、経営の透明性の向上を図っ
ております。 
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（３）リスク管理体制の整備状況 
当社のリスク管理体制につきましては、各事業の横串機能を担う、戦略本部を中心とした全社 
共通部門が、各部門、各カンパニーと強く連携し、リスク管理強化を図っております。 
また、監査部門が各組織の業務執行について計画的に監査を実施しております。 
さらに、当社では、内部統制システムの整備に資するため、リスク管理の最も基礎的な部分に 
位置付けられるコンプライアンスの体制・組織を整え、運用しております。 
その中心であるコンプライアンス委員会は、重要なコンプライアンス事項に関する審議・協議、
決定、情報交換・連絡を行う機能を果たしております。 
また、部門・カンパニー毎にコンプライアンス責任者を配置し、コンプライアンスを現場単位で
きめ細かく実践する体制を組織しております。 
さらに、日頃から役員および従業員の教育・研修や社内刊行物などを通じてコンプライアンスの
啓蒙にも取り組んでおります。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
 

１．当中間期の概況 
当中間期のわが国経済は、原油や原材料の価格高騰などの懸念材料はあるものの、企業収益の改善や
民間設備投資の増加に加え、個人消費も緩やかに増加するなど、景気は堅調に回復するなかで推移しま
した。 
 このような情勢のなか、当中間期の連結売上高は、自動車部門の国内において、軽自動車が   
「スバルＲ２」の効果もあり前年同期を大きく上回るとともに、海外においても欧州および豪州での販
売が好調に推移し、６，９０８億円と前年同期に比べ２５４億円（３．８％）の増収となりました。    
利益面につきましては、為替レート差および車種構成差等により、営業利益は１５５億円と前年同期
に比べ２８億円（１５．３％）の減益となり、経常利益につきましても、１５１億円と前年同期に比べ
９４億円（３８．５％）の減益となりました。また当期純利益につきましても投資有価証券売却益の 
減少などにより､８３億円と前年同期に比べ１１１億円（５７．４％）の減益となりました。 
 

事業の種類別セグメントの状況 

（自動車部門）                                          

国内の登録車につきましては、６月にマイナーチェンジをした「インプレッサ」がWRC（FIA世界 
ラリー選手権）「ラリー・ジャパン２００４」での優勝も追い風となり、販売が好調に推移しましたが、
昨年フルモデルチェンジの効果が大きかった主力車種「レガシィ」や「フォレスター」は減少し、売上
台数は５０千台（前年同期比２．８%減）となりました。 
一方、軽自動車につきましては、昨年１２月に発売した「スバルＲ２」の効果により、「プレオ」を
含めた軽乗用車系で前年同期を大幅に上回りました。また、「サンバー」につきましても好調に推移し、
軽自動車全体の売上台数は７３千台（前年同期比１９．９％増）と前年同期を大幅に上回りました。 
以上の結果、国内における売上台数の合計は１２４千台（前年同期比９．５％増）となりました。 
海外につきましては、北米市場において、「フォレスター」が堅調に推移したことに加え、ゼネラル
モーターズ（ＧＭ）傘下にあるサーブオートモービルからの受託生産もありましたが、      
「インプレッサ」の苦戦や新型への切り替えが上期後半であった「レガシィ」の影響により、売上台数
は１０６千台（前年同期比０．３％減）となりました。 
欧州につきましては、昨年秋に導入した「新型レガシィ」の販売が引き続き好調に推移するとともに、
同じく昨年秋に導入した「新型Ｇ３Ｘジャスティ」（ＯＥＭ車）の販売が大きく寄与し、売上台数は 
３１千台（前年同期比４０．６％増）と大幅に伸長しました。 
さらに豪州につきましても、昨年１２月から１０ヶ月連続で過去最高を更新するなど好調な販売を 
維持し、売上台数は１７千台（前年同期比２２．２％増）となりました。 
これらの結果、海外全体の売上台数は１６４千台（前年同期比１０．２％増）となりました。 
以上、国内と海外を合わせた売上台数は２８８千台（前年同期比９．９％増）となり、自動車部門 
全体の売上高は６，３０５億円と前年同期に比べ２２０億円（３．６％）の増収となりました。しかし、
営業利益は各種費用の低減がありましたが、為替レート差や車種構成差等により、１５８億円と、前年
同期に比べ２８億円（１４．８％）の減益となりました。 
 

（産業機器事業部門）   
国内につきましては、ポンプ搭載用エンジン等の販売台数は減少したものの、新型発電機の販売台数
の増加により売上高は前年同期を上回りました。また、海外につきましても、米国向けレジャービー 
クル用エンジンの販売が引き続き好調に推移したことに加え、同じく米国向け産業機械搭載用エンジン
の販売台数が増加したことなどにより、売上高は前年同期を大幅に上回りました。これらの結果、全体
の売上高は２３７億円と前年同期に比べ２７億円（１３．０％）の増収となり、営業利益も５億円と 
前年同期に比べ６億円の改善（前年同期は５１百万円の損失）となりました。 
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（航空宇宙事業部門） 
防衛庁向け製品の売上高は、多用途ヘリコプター「ＵＨ-１Ｊ」や無人標的機「ターゲット    
ドローン」等の納入機数が減少しましたが、次期固定翼哨戒機・輸送機（Ｐ-Ｘ／Ｃ-Ｘ）の売上が   
寄与し、前年同期を上回りました。また、民需ではボーイング社向け製品の減少や為替の影響があった
ものの、定点滞空試験機の納入やエアバスＡ３８０の売上開始などにより、ほぼ前年同期並の売上高と
なりました。これらの結果、全体の売上高は２７４億円と前年同期に比べ１５億円（５．７％）の増収
となりましたが、営業利益は為替レート差や製品構成差に加え、新規プロジェクトに対応した初期費用
の増加もあり、７億円の損失（前年同期は７億円の利益）となりました。 
 

（その他の部門） 
環境事業部門につきましては、塵芥収集車「フジマイティ」が、昨年度の首都圏におけるディーゼル
車排出ガス規制に伴う特需の反動により販売台数が減少し、売上高は前年同期を下回りました。 
その他、車両事業およびバス事業の撤退に続き、本年４月にハウス事業を関係会社に営業譲渡した 
こともあり、売上高は１２７億円と前年同期に比べ１１億円（８．１％）の減収となりましたが、営業
利益につきましては５億円の損失と前年同期に比べ７億円改善しました。 

 
所在地別セグメントの状況 
日本では、自動車部門の国内において、登録車が減少したものの、軽自動車は「スバルＲ２」の効果
により好調に推移し、売上台数は前年同期を上回りました。また海外につきましても、欧州および豪州
への輸出台数が好調に推移し、売上高は５，７５５億円と前年同期に比べ４０７億円（７．６％）の増
収となりました。また営業利益は売上高の増加に加え各種費用の低減もあり、２１４億円と前年同期に
比べ４９億円（２９．６％）の増益となりました。 
 
北米では、「インプレッサ」や新型への切り替えが上期後半となった「レガシィ」の販売台数が前年
同期を下回るとともに、為替レート差も大きく影響し、売上高は２，４４１億円と前年同期に比べ  
３２８億円（１１．８％）の減収となりました。また営業利益も「新型レガシィ」導入に伴う初期費用
の増加や車種構成差等により７７億円の損失（前年同期は３２億円の損失）となりました。 
 
その他は、欧州において、昨年秋に導入した「新型Ｇ３Ｘジャスティ」（ＯＥＭ車）の販売台数が前
年同期を大きく上回るとともに、日本からの出荷台数の増加に伴う部品用品の売上増加もあり、売上高
は７９億円と前年同期に比べ６３億円（４０１．３％）の増収となりました。また営業利益につきまし
ても２億円と前年同期に比べ１億円（１３７．０％）の増益となりました。 
 
利益配分に関する事項 
 当中間配当につきましては、１株につき前年同期と同額の４円５０銭と決定いたしました。 
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キャッシュ・フローの状況 
当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、１，３７２億円と
前連結会計年度末に比べ２２億円の減少となりました。 
 当中間連結会計期間における各キャッシュ･フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
  営業活動による資金の増加は、税金等調整前中間純利益１４０億円、減価償却費３５７億円を主た
る源泉として、売上債権の減少５７億円、仕入債務の増加額４３億円等の収入に対し、たな卸資産の
増加額１８０億円、法人税等支払額３９億円等の支出により３７３億円となりました。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
  投資活動により支出した資金は、固定資産の取得（売却との純額）４９９億円、貸付金による支出
（回収による収入との純額）１２７億円等により６２４億円となりました。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
  財務活動による資金の増加は、短期借入金の純増加額１８０億円、コマーシャルペーパーの純減少
額５０億円、長期借入金の純増加額３２億円、社債発行による収入（償還による支出との純額）  
１００億円および、配当金の支払額３５億円等により、２２３億円となりました。 
 
 
２．通期の見通し 
今後の見通しにつきましては、国内においては、景気は回復基調にあるものの、為替円高による影
響や引き続き素材価格の上昇が懸念されるなど予断を許さない状況にあります。また海外でも、米国
および中国経済における景気の不透明感や原油価格の高騰など、経営環境の先行きは不安定な状況が
続くものと予想されます。 
こうした環境のなかで、現時点における通期の業績見通しにつきましては下記の通り予想しており
ます。 

 
（連結通期予想） 
売 上 高 １兆４，５００億円（対前年度増減率   ０．７％） 
経常利益      ４７０億円（対前年度増減率 △１７．０％） 
当期純利益     ３２０億円（対前年度増減率 △１７．２％） 
   

（個別通期予想） 
売 上 高     ９，６５０億円（対前年度増減率   ３．０％） 
経常利益      ３６０億円（対前年度増減率  ２６．３％） 
当期純利益     １４０億円（対前年度増減率 △２６．４％） 
 
なお、期末配当は中間配当と同額の４円５０銭とし、年間９円（前年度配当９円と同額）を予定
しております。 

 
＊業績見通しにつきましては、現時点で入手可能な情報に基づき、当社が合理的と判断した見通しであり、
世界経済の情勢や市場の動向、為替相場の変動などリスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は 
これら見通しと大きく異なる場合がありますので、この通期予想に全面的に依拠して投資等の判断を行う
ことは差し控えるようお願い致します。 
 
 
 



－8－  

 

４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

 
（１）中間連結貸借対照表 
     （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前連結会計期間末 対 前 期  前中間連結会計期間末 期  別 
科  目 平成16年9月30日現在 平成16年3月31日現在 増   減  平成15年9月30日現在 

［ 資 産 の 部 ］         
            
Ⅰ 流 動 資 産 673,871  654,879  18,992   675,994  

           
   現 金 及 び 預 金 32,202  46,684  △14,482   67,470  
  受取手形及び売掛金 117,340  122,724  △5,384   120,109  
  有  価  証  券 130,242  113,490  16,752   107,499  
  た な 卸 資 産 195,241  179,338  15,903   201,336  
  短 期 貸 付 金 105,718  101,871  3,847   90,492  
  繰 延 税 金 資 産 31,903  34,149  △2,246   36,728  
  そ  の  他 62,098  57,284  4,814   53,058  
  貸 倒 引 当 金 △873  △ 661  △212   △698  
           
Ⅱ 固 定 資 産 718,441  694,848  23,593   691,520  
           
 １．有形固定資産 528,966  509,743  19,223   510,601  
  建物及び構築物 128,597  117,446  11,151   118,888  
  機械装置及び運搬具 169,934  161,950  7,984   173,373  
  土       地 169,320  166,518  2,802   162,713  
  建 設 仮 勘 定 13,658  20,935  △7,277   21,479  
  そ  の  他 47,457  42,894  4,563   34,148  
           
 ２．無形固定資産 41,865  40,453  1,412   39,500  

           
 ３．投資その他の資産 147,610  144,652  2,958   141,419  
  投 資 有 価 証 券 62,901  57,045  5,856   48,972  
  長 期 貸 付 金 5,096  4,918  178   4,693  
  繰 延 税 金 資 産 25,444  29,707  △4,263   31,801  
  そ  の  他 57,184  57,938  △754   59,685  
  投資評価引当金 △280  △ 280  －   －  
  貸 倒 引 当 金 △2,735  △ 4,676  1,941   △3,732  
           
           

資 産 合 計  1,392,312  1,349,727  42,585   1,367,514  
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当中間連結会計期間末 前連結会計期間末 対 前 期  前中間連結会計期間末 期  別 
科  目 平成16年9月30日現在 平成16年3月31日現在 増   減  平成15年9月30日現在 

［ 負 債 の 部 ］        
            
Ⅰ 流 動 負 債  615,764  603,231  12,533   601,651  

            
  支払手形及び買掛金  205,017  193,186  11,831   187,766  
  短 期 借 入 金  236,736  227,917  8,819   222,834  
  コマーシャルペーパー  5,000  10,000  △5,000   11,000  
  一 年 内 償 還 社 債  10,300  10,000  300   10,000  
  未 払 法 人 税 等  8,786  5,092  3,694   9,498  
  未  払  費  用  62,929  69,784  △6,855   77,679  
  賞 与 引 当 金  17,091  17,165  △74   17,140  
  製 品 保 証 引 当 金  27,210  26,959  251   26,968  
  そ  の  他  42,695  43,128  △433   38,766  
            
Ⅱ  固 定 負 債  308,902  289,469  19,433   312,461  
            
  社        債  100,500  90,800  9,700   90,800  
  長 期 借 入 金  52,994  40,279  12,715   61,974  
  土地再評価に係る繰延税金負債 478  478  －   439  
  退 職 給 付 引 当 金  63,925  61,654  2,271   63,802  
  役員退職慰労引当金  994  1,228  △234   1,095  
  連 結 調 整 勘 定  40,357  44,027  △3,670   45,579  
  そ  の  他  49,654  51,003  △1,349   48,772  

負 債 合 計  924,666  892,700  31,966   914,112  

［ 少数株主持分 ］        
 少数株主持分  3,431  3,319  112   3,322  
［ 資 本 の 部 ］        
            
Ⅰ 資  本  金  153,795  153,795  －   153,795  
Ⅱ 資 本 剰 余 金  160,071  160,107  △36   160,071  
Ⅲ 利 益 剰 余 金  171,475  165,192  6,283   149,115  
Ⅳ 土地再評価差額金  421  421  －   391  
Ⅴ その他有価証券評価差額金 12,441  10,291  2,150   7,172  
Ⅵ 為替換算調整勘定  △31,783  △ 33,300  1,517   △17,683  
Ⅶ 自 己 株 式  △2,205  △ 2,798  593   △2,781  
資 本 合 計  464,215  453,708  10,507   450,080  

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

1,392,312  1,349,727  42,585   1,367,514  
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（２）中間連結損益計算書 

        （単位：百万円、％） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 
自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日  自 平成15年4月 1日 
至 平成16年9月30日 至 平成15年9月30日 

対前年同期 
増  減 

 至 平成16年3月31日 

                    期   別 
 
 
  科   目 金   額  百分比 金   額  百分比 金   額   金   額  百分比 
             
Ⅰ 売       上      高  690,791  100.0 665,389  100.0 25,402   1,439,451 100.0 

Ⅱ 売    上    原    価   525,179  76.0 493,746  74.2 31,433   1,085,716 75.4 

 売  上  総  利  益  165,612  24.0 171,643  25.8 △6,031   353,735 24.6 

             
Ⅲ 販売費及び一般管理費  150,111  21.8 153,335  23.0 △3,224   303,411 21.1 

 営   業   利   益  15,501  2.2 18,308  2.8 △2,807   50,324 3.5 

             
Ⅳ 営   業   外   収   益  6,804  1.0 10,375  1.5 △3,571   17,943 1.2 

 受取利息及び配当金  1,076   1,187   △111   2,081  

 連結調整勘定償却額  3,671   3,360   311   4,912  

 デリバティブ評価益  －   1,807   △1,807   －  

 そ       の      他  2,057   4,021   △1,964   10,950  

             
Ⅴ 営   業   外   費   用  7,244  1.0 4,207  0.6 3,037   11,653 0.8 

 支   払   利   息  1,268   1,290   △22   2,416  

デリバティブ評価損 1,782   －   1,782   －  

持分法による投資損失 271   －   271   －  

 そ      の     他  3,923   2,917   1,006   9,237  

 経    常    利   益  15,061  2.2 24,476  3.7 △9,415   56,614 3.9 

             
Ⅵ 特    別    利    益  384  0.0 6,276  0.9 △5,892   8,353 0.6 

 固 定 資 産 売 却 益  81   658   △577   2,600  

 投資有価証券売却益  221   4,576   △4,355   4,564  

 前 期 損 益 修 正 益  －   887   △887   1,049  

 そ      の     他  82   155   △73   140  

             
Ⅶ 特    別    損    失  1,448  0.2 4,133  0.6 △2,685   8,701 0.6 

 固 定 資 産 売 除 却 損  1,339   3,721   △2,382   5,689  

 投資有価証券売却損  0   －   0   411  

 投資有価証券評価損  109   58   51   221  

 そ      の     他  －   354   △354   2,380  

 税金等調整前中間(当期)純利益 13,997  2.0 26,619  4.0 △12,622   56,266 3.9 

 法人税､住民税及び事業税  1,449  0.2 4,027  0.6 △2,578   12,030 0.8 

 法 人 税 等 調 整 額 4,147  0.6 3,230  0.5 917   5,603  0.4 

 少  数  株  主  損  益 (減算)△126  △0.0 （加算）42  0.0 △168   （加算）16 0.0 

 中 間（当期）純 利 益  8,275  1.2 19,404  2.9 △11,129   38,649 2.7 
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（３）中間連結剰余金計算書 
       （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 
自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日  自 平成15年4月 1日 
至 平成16年9月30日 至 平成15年9月30日  至 平成16年3月31日 

期   別 
 
 
  科   目 金     額 金     額  金     額 
（資本剰余金の部）         
Ⅰ 資本剰余金期首残高   160,107  150,766   150,766 
          
Ⅱ 資本剰余金増加高         
 転換社債の転換 －   9,305  9,305   
 自己株式処分差益 －  － － 9,305 36  9,341 
          
Ⅲ 資本剰余金減少高         
 自己株式処分差損 36  36 － － －  － 
          
Ⅳ 資本剰余金中間期末〔期末〕
残高 

  160,071  160,071   160,107 

          
          
（利益剰余金の部）         
Ⅰ 利益剰余金期首残高   165,192  133,186   133,186 
          
Ⅱ 利益剰余金増加高         
 新規持分法適用に伴う増加高 1,496   －  －   
 中間〔当期〕純利益 8,275   19,404  38,649   
 その他 247  10,018 37 19,441 405  39,054 
          
Ⅲ 利益剰余金減少高         
 配当金 3,505   3,341  6,846   
 役員賞与 157   171  171   
 自己株式処分差損 73   －  －   
 その他 －  3,735 － 3,512 31  7,048 
          
Ⅳ 利益剰余金中間期末〔期末〕
残高 

  171,475  149,115   165,192 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
        (単位: 百万円 ) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  対前年同期    前連結会計年度  
自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日 

自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

 増   減   自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

期  別 
 
 
科  目  金 額   金 額   金 額    金 額  

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー              
 税金等調整前中間〔当期〕純利益  13,997   26,619   △ 12,622    56,266  
 減価償却費   35,659   34,021   1,638    71,112  
 貸倒引当金の増加額  371   －   371    1,083  
 製品保証引当金の増加額  107   2,158   △ 2,051    4,171  
 退職給付引当金の増加額  2,037   2,088   △ 51    73  
 受取利息及び受取配当金  △ 1,076   △ 1,187   111    △ 2,081  
 連結調整勘定償却額（営業外収益）  △ 3,671   △ 3,360   △ 311    △ 4,912  
 デリバティブ評価益  －   △ 1,807   1,807    －  
 支払利息   1,268   1,290   △ 22    2,416  
 デリバティブ評価損   1,782   －   1,782    －  
 持分法による投資損失   271   －   271    －  
 固定資産売却益   △ 81   △ 658   577    △ 2,600  
 投資有価証券売却益   △ 221   △ 4,576   4,355    △ 4,564  
 前期損益修正益   －   △ 887   887    △ 1,049  
 固定資産売除却損   1,339   3,721   △ 2,382    5,689  
 投資有価証券売却損   0   －   0    411  
 投資有価証券評価損   109   58   51    221  
 売上債権の減少額  5,678   8,798   △ 3,120    1,191  
 たな卸資産の増加額（減少額）  △ 18,029   △ 3,725   △ 14,304    5,889  
 仕入債務の増加額（△減少額）  4,262   △ 26,327   30,589    △ 13,979  
 その他   △ 2,324   △ 5,427   3,103    △ 753  
 小   計   41,478   30,799   10,679    118,584  
 利息及び配当金の受取額  1,093   1,190   △ 97    2,099  
 利息の支払額   △ 1,170   △ 1,260   90    △ 2,361  
 法人税等支払額   △ 3,933   △ 4,625   692    △ 18,374  
 役員賞与支払額   △ 161   △ 174   13    △ 174  
 営業活動によるキャッシュ・フロー  37,307   25,930   11,377    99,774  
                 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー              
 有価証券の取得による支出  △ 30,729   △ 24,622   △ 6,107    △ 54,192  
 有価証券の売却による収入  28,952   16,546   12,406    43,239  
 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による支出 

 －   △ 1,859   1,859    △ 1,859  

 有形固定資産の取得による支出  △ 61,457   △ 63,293   1,836    △ 125,351  
 有形固定資産の売却による収入  15,347   18,638   △ 3,291    38,634  
 無形固定資産の取得による支出  △ 3,753   △ 4,026   273    △ 8,070  
 投資有価証券の取得による支出  △ 3,756   △ 5,264   1,508    △ 11,718  
 投資有価証券の売却による収入  2,835   10,842   △ 8,007    11,178  
 貸付金による支出   △ 61,835   △ 36,827   △ 25,008    △ 90,041  
 貸付金の回収による収入  49,172   31,967   17,205    70,101  
 その他   2,819   514   2,305    939  
 投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 62,405   △ 57,384   △ 5,021    △ 127,140  
 
 
 
 
 
 

               



－13－  

 
 
 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  対前年同期    前連結会計年度  
自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日 

自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

 増   減   自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

期  別 
 
 
科  目  金 額   金 額   金 額    金 額  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー              
 短期借入金の純増加額  18,043   18,920   △ 877    21,662  
 コマーシャルペーパー純増減額  △ 5,000   2,000   △ 7,000    1,000  
 長期借入れによる収入  19,048   1,531   17,517    5,269  
 長期借入金の返済による支出  △ 15,883   △ 9,032   △ 6,851    △ 28,635  
 社債発行による収入   20,000   20,000   －    20,000  
 社債償還による支出   △ 10,000   △ 10,129   129    △ 10,129  
 自己株式の取得による支出  △ 356   △ 24   △ 332    △ 49  
 自己株式の売却による収入  7   －   7    70  
 配当金の支払額   △ 3,505   △ 3,341   △ 164    △ 6,846  
 その他  △ 12   △ 7   △ 5    △ 7  
 財務活動によるキャッシュ・フロー  22,342   19,918   2,424    2,335  

          
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  559   17   542    △ 5,512  
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △ 2,197   △ 11,519   9,322    △ 30,543  
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  139,401   169,944   △ 30,543    169,944  
Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末 
    〔期末〕残高 

 137,204   158,425   △ 21,221    139,401  
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 
 

   (1)連結子会社 66社 
       国 内  49社 ‥‥ 富士ロビン㈱、㈱イチタン、東京スバル㈱、他46社 

       海 外  17社 ‥‥ ｽﾊﾞﾙ ｵﾌﾞ ｲﾝﾃﾞｨｱﾅ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｲﾝｸ、ｽﾊﾞﾙ ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ ｲﾝｸ、他15社                  
   (2)持分法適用会社  5社 
       国 内   5社 ‥‥ スバル用品㈱、スバルシステムサービス㈱ 他 3社 
 
２．連結の範囲及び持分法適用の異動状況 
 

   (1)連結子会社  
      （新 規）－ 
      （減 少）－ 
   (2)持分法適用会社  
      （新 規）5社 
      （減 少）－ 
 

スバル用品㈱、スバルシステムサービス㈱、他３社は、重要性が増したため、当中間
連結会計期間より持分法の適用範囲に含めております。 

 
 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 
連結した子会社の中間決算日は、国内子会社は当社と同一ですが、在外子会社は6月30日であ
ります。在外子会社については6月30日現在の中間財務諸表を使用しておりますが、中間決算日
との間に生じた重要な取引については調整を行った上で連結しております。 

 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 

   (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
         ①有価証券 
             満期保有目的の債券 ‥‥ 償却原価法(定額法)であります。 
             その他有価証券 
                時価のあるもの 

                    ‥‥中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。 
                       （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法 
                         により算定しております。） 
         時価のないもの 
                    ‥‥主として移動平均法による原価法であります。          
        ②デリバティブ ‥‥ 時価法であります。 
        ③たな卸資産 
             製  品 ‥‥ 主として移動平均法による原価法であります。 
             その他のたな卸資産 ‥‥ 主として先入先出法による原価法であります。 
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   (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
         ①有形固定資産 ‥‥ 当社及び国内連結子会社は主として定率法（ただし、平成10年４月１日                             

以降に取得した建物（付属設備を除く）については定額法）を、在外                           

連結子会社は所在国の会計基準に規定する定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                                   建物及び構築物       ７～50年 

                                   機械装置及び運搬具   ２～11年 
 
         ②無形固定資産 ‥‥ 営業権については、所在地国の会計基準に基づく定額法を、自社利用の 

                      ソフトウエアについては利用可能期間（３年及び５年間）に基づく定額法 
                             を採用しております。ただし、米国連結子会社の営業権の内、識別可能な 
             無形固定資産以外の部分については、米国財務会計基準審議会基準書第 

             142号の適用により償却を行っておりません。 
 
   (3)重要な引当金の計上基準  

         ①貸 倒 引 当 金 ‥‥ 売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
②投資評価引当金 ‥‥ 時価のない投資有価証券、関係会社株式及び出資金の価値の減少によ

る損失に備えるため、投資先の資産内容及び将来の回復可能性等を考慮

して引当計上しております。 
 
③賞 与 引 当 金 ‥‥ 従業員に対して支給する賞与に充てるため、会社が算定した当中間連

結会計期間に負担すべき支給見込額を計上しております。 
 

         ④製品保証引当金 ‥‥ 販売した製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるた                             

め、原則として保証書の約款に従い、過去の実績を基礎に将来の保                             
証見込みを加味して計上しております。 

 

         ⑤退職給付引当金 ‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発
生していると見込まれる額を計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(14～15年)による定額法により費用処理しております。 
 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主として18年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。 

 
         ⑥役員退職慰労金引当金‥‥ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間連結会計期

間末における要支給額を計上しております。 

         
   (4)売上高の計上基準 
 

             売上高のうち、航空宇宙事業（工期１年超かつ請負金額５０億円以上）については、工事
進行基準により計上しております。 



－16－  

 
 
   (5)重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 
             外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は           

損益として処理しております。 

 また、在外子会社等の資産及び負債は、当該会社中間決算日の直物為替相場により円貨に           
換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及           
び資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

 
 
   (6)重要なリース取引の処理方法 

 
             リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース           

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
 
   (7)重要なヘッジ会計の方法 

 
            ①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によってお
ります。 

 
            ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおり
であります。 
ヘッジ手段      ヘッジ対象                
金利スワップ    借入金  

 
            ③ヘッジ方針 
                  リスク管理方針に基づき金利変動リスクをヘッジしております。 
 
            ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその
後も継続してキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができる
ため、ヘッジの有効性の判断は省略しております。 

 
 
   (8)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
 
           消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式を採用しております。 
 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 
  手許現金、随時引き出し可能な預金、及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日から満期日または償還日までが３ヶ月以内の短期投資から
なっております。 
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会計処理の方法の変更 
 
（ヘッジ会計の方法） 
従来、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理をし、予定取引に係る為替予
約については繰延ヘッジ処理をしておりましたが、当中間連結会計期間より、これら振当処理およ
び繰延ヘッジ処理を行わないことと致しました。 
この変更は、為替リスクに対するヘッジ方針や為替予約等に対する管理体制の見直しを行ったこ
とに伴い、ヘッジ会計適用の適正性を再検討したことによるものであります。 
この変更により、従来と同一の処理方法を適用した場合に比べ、営業利益は１６３百万円多く、
経常利益及び税金等調整前中間（当期）純利益はそれぞれ８８８百万円少なく計上されております。 
なお、セグメント情報に与える影響については、セグメント情報に記載のとおりであります。 

 
 
追 加 情 報 
 
（連結調整勘定(貸方)の償却）  
平成15年1月1日に当社は、いすゞ自動車株式会社保有のスバル オブ インディアナ オートモー
ティブ インク(以下ＳＩＡ)の全株式の譲渡を受け完全子会社とするとともに、同社から自動車の
生産を当面の間受託することといたしました。株式の譲受価格は、受託生産中及び終了後に発生
する固定資産除却損、設備リース解約損、人員整理による損失などを考慮して決定されているた
め、連結調整勘定(貸方)が発生しております。 
連結調整勘定（貸方）については､将来発生が見込まれる損失に明確に対応する部分については
当該損失の発生に応じて、それ以外の部分については5年間の均等償却を行うこととしております。  
  なお、今後5年間の償却見込額は以下のようになっております。 
 
 連結会計年度末 償却見込額 
   
平成17年3月31日 21,300    百万円 

平成18年3月31日 5,700  〃 

平成19年3月31日 4,400  〃 

平成20年3月31日 900  〃 

平成21年3月31日以降 11,666 百万円 

 
   当中間連結会計期間につきましては3,660百万円の連結調整勘定の償却を行っております。 
 
 
（売上高の計上基準）  
航空宇宙事業の売上高の計上基準は、従来引渡し基準によっておりましたが、前連結会計年度か
ら工期１年超かつ１件５０億円以上の請負契約については工事進行基準を適用しております。この
基準は下半期より適用しているため、前中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結
会計期間と同一の処理による場合と比べて、売上高が３，５１９百万円、売上総利益、営業利益、
経常利益及び税金等調整前中間純利益がそれぞれ２０８百万円少なく計上されております。 
 なお、セグメント情報に与える影響については、セグメント情報に記載のとおりであります。 
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注 記 事 項 
（中間連結貸借対照表関係） 
        
１． 担保資産及び担保付債務       
    
 (1)担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。   
        
   ①担保に供している資産       
         
  受取手形及び売掛金  21,630 百万円    

  その他の流動資産  205 〃    

  建物及び構築物  30,645 〃    

     (19,049) 〃    
  機械装置及び運搬具  20,943 〃    

     (20,398) 〃    
  土   地  39,169 〃    

   
その他固定資産 

(1,917) 
239 
〃 
〃 

  

  合   計  112,831 百万円 

 

  

     (41,364) 〃    
   ②担保付債務      
          
  短期借入金  68,147 百万円    
     (10,819) 〃    
  長期借入金  15,551 〃    

     (4,365) 〃    
  社債   300 〃    

  合   計    83,998 百万円    
     (15,184) 〃    
          
   注1) 上記のうち、( )内書は、工場財団抵当並びに対応する債務残高を示してお
ります。 

 

   注2）その他の流動資産の他、当社の連結子会社であるスバルファイナンス㈱にお
ける期日未到来の自動車リース債権等506百万円を担保に供しております。 

 

  
(2)投資その他の資産－その他のうち、27,711百万円は、スバル  オブ   インディアナ   
オートモーティブ インク（以下SIA）の拘束性預金であり、いすゞ車生産に係るリ 
ース設備のリ－ス料支払債務に関する与信担保の設定がされております。   
 

 

          
２． 有形固定資産に対する減価償却累計額 634,185 百万円    
          
          

３． 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。   
          
  投資有価証券（株式） 5,534 百万円    

  投資その他の資産       

  その他（出資金） 1,178 百万円    
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４． 無形固定資産のうち、連結調整勘定は1,015百万円であります。    
          
          

５． 偶発債務         
          
 連結会社以外の者の、金融機関よりの借入金に対する保証債務は次のとおりであります。 
          
  従業員   24,998 百万円    
  スバルカナダインクの取引先 7,401 〃    
  その他   4,594 〃    
  合   計  36,993 百万円    
          
          

６．  当社連結子会社（ｽﾊ゙ ﾙﾌｧｲﾅﾝｽ㈱）における、当座貸越契約及び貸出コミットメントに係 
 る貸出未実行残高は次のとおりであります。  
          
  当座貸越契約及び       
  貸出コミットメントの総額 12,320 百万円    
  貸出実行残高  5,591 〃    
  差  引  額  6,729 百万円    
   
  なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメントにおいては、信用状態等における審  
 査を貸出実行の条件としているものが含まれているため、必ずしも全額が実行されるも  
 のではありません。  
          
          

７．  当社及び当社連結子会社（ｽﾊ゙ ﾙ ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ ｲﾝｸ、ｽﾊﾞﾙ ﾖｰﾛｯﾊ N゚.V./S.A）における、借入コミッ
トメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。 
          
  借入コミットメントの総借入枠 105,598 百万円    
  借入実行残高  19,131 〃    
  差  引  額  86,467 百万円    
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（中間連結損益計算書関係） 

    
 １．販売費及び一般管理費の中の主要な科目は次のとおりであります。  

    
 給料及び賞与手当 22,207 百万円  
 賞与引当金繰入額 6,713 〃  
 退職給付費用 1,684 〃  
 販売奨励金 15,064 〃  
 広告宣伝費 25,052 〃  
 研究開発費 27,312 〃  
    

 ２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費   
    
   27,809 百万円  
    

 ３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。   
    
 建物及び構築物 24 百万円  
 土地 40 〃  
 その他 17 〃  
 計 81 百万円  
    

 ４．固定資産売除却損の内訳は、次のとおりであります。   
    
 建物及び構築物 380 百万円  
 機械装置及び運搬具 826 〃  
 その他 133 〃  
 計 1,339 百万円  
    
     

（中間連結剰余金計算書関係） 
 
利益剰余金増加高の「その他」の内容は、次のとおりであります。 
米国連結子会社が米国における会計基準に基づいて計上した「その他の包括利益」 
 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 
１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 
 

中間期末残高 
左記の内現金及び 
現 金 同 等 物 

 

現金及び預金 32,202 31,889 百万円 
有 価 証 券       130,242 101,294 〃 
短期貸付金       105,718 4,021 〃 
現金及び現金同等物  137,204 百万円 

 
２．重要な非資金取引の内容 
 
  当社は平成１６年８月に株式交換を行い、連結子会社である輸送機工業株式会社を完全子会社と 
 しました。この株式交換により連結調整勘定が８３３百万円増加し、自己株式は９４２百万円減少 
 しております。 
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（リース取引関係） 

         
１．所有権移転外ファイナンス・リース取引       

        
［ 借主側 ］        

        
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額  

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額  
機械装置及び運搬具 1,252 百万円 387 百万円 865 百万円 

有形固定資産その他 2,293 〃 1,146 〃 1,147 〃 
無形固定資産その他 125 〃 97 〃 48 〃 
合計 3,670 百万円 1,630 百万円 2,040 百万円 

        
②未経過リース料中間期末残高相当額         

 １年以内   529 百万円    

 １年超   1,604 〃    

 合計   2,133 百万円    

        
③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額    
 支払リース料 350 百万円     
 減価償却費相当額 316 〃      
 支払利息相当額 29 〃       

        
④減価償却費相当額の算定方法       
   リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。   

        
⑤利息相当額の算定方法       
   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、  
   利息法によっております。       

        
［ 貸主側 ］        

        
①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末残高    

 取得価額 減価償却累計額  中間期末残高  
機械装置及び運搬具 22,667 百万円 10,010 百万円 12,657 百万円 

有形固定資産その他 9,962 〃 5,537 〃 4,425 〃 
無形固定資産その他 1,315 〃 443 〃 872 〃 
合計 33,944 百万円 15,990 百万円 17,954 百万円 

        
②未経過リース料中間期末残高相当額         

 １年以内   8,577 百万円    

 １年超   13,281 〃    

 合計   21,858 百万円    

        
③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 
 受取リース料 4,656 百万円     
 減価償却費 3,574 〃      
 受取利息相当額 642 〃       

        
④利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の取得価額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、  
   利息法によっております。 
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２．オペレーティング・リース取引       

        
［ 借主側 ］        

        
   未経過リース料          
           

 １年以内   6,493 百万円  
 １年超   49,150 〃   
 合計   55,643 百万円   
        

［ 貸主側 ］        
        

   未経過リース料          
           

 １年以内   4,279 百万円  
 １年超   4,507 〃   
 合計   8,786 百万円   
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（有価証券関係） 
１．時価のある有価証券          
          （単位：百万円） 
  当中間連結会計期間 前連結会計期間 
  平成１６年９月３０日現在 平成１６年３月３１日現在 

満期保有目的債券 中間連結貸借 時    価 差      額 連 結 貸 借 時    価 差      額 
  対照表計上額     対照表計上額     
（１）国債 －  － －  5  5  －  
合      計 －  － －  5  5  －  
その他有価証券 取得原価 中間連結貸借 差      額 取得原価 連 結 貸 借 差      額 
    対照表計上額     対照表計上額   
（１）株式 20,554  41,548 20,994  20,880  38,056  17,176  
（２）債券            
 国債･地方債等 6,611  6,497 △114  6,818  6,821  3  
 社債 10,292  10,265 △27  10,100  10,130  30  
 その他 3,147  3,258 111  1,582  1,707  125  
（３）その他 7,440  7,424 △16  6,418  6,418  0  
   合      計 48,044  68,992 20,948  45,798  63,132  17,334  
             
             
             
２．時価評価されていない主な有価証券（上記１．を除く）       
         （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前連結会計期間   
平成１６年９月３０日現在 平成１６年３月３１日現在   

中間連結貸借 連結貸借   種類 
対照表計上額 

種類 
対照表計上額   

 その他有価証券      その他有価証券     
 コマーシャル・ペーパー 53,898   マネー･マネジメント･ファンド 52,202   
 マネー･マネジメント･ファンド  36,692   コマーシャル・ペーパー 31,062   
 譲渡性預金   11,000   信託受益権 8,367   
 非上場株式（店頭売買株式を除く）  6,680   非上場株式（店頭売買株式を除く） 6,640   
 信託受益権 5,340   中期国債ファンド 4,500   
中期国債ファンド    4,501  フリー・ファイナンシャル・ファンド 501   

            

            
（注） 当中間連結会計期間において、有価証券について109百万円減損処理を行っております。 
なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には回復する見
込みがないほど著しい下落があったものとみなして減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には個
別に時価の回復可能性を判断し、必要と認められた額について減損処理を行っております。 
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（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

 
（１）通貨関連 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 
平成１６年９月３０日現在 

前連結会計年度末 
平成１６年３月３１日現在 区分 取引の種類 

契約額等 うち１年超 時価 評価損益 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

 為替予約取引         

   売建 米ドル 59,768 － 60,339 △ 571 － － － － 

     カナダドル 6,506 － 6,848 △ 342 － － － － 

     ユーロ 5,165 － 5,224 △  59 － － － － 

市場 オプション取引         

取引   売建         

以外 コール 米ドル 55,283 －   29,726 －   

の  (996)  1,337 △ 341 (398)  93 305 

取引   買建         

   プット 米ドル 55,177 －   29,571 －   

  (990)  683 △ 307 (398)  255 △ 143 

          

合   計 181,899 － 74,431 △ 1,620 59,297 － 348 162 

（注）１．時価の算定方法：金融機関から提示された価格によっております。 
   ２．前連結会計年度末においては、ヘッジ会計を適用しているものは開示の対象から除外してお

ります。 
 
（２）金利関連 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 
平成１６年９月３０日現在 

前連結会計年度末 
平成１６年３月３１日現在 区分 取引の種類 

契約額等 うち１年超 時価 評価損益 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

金利スワップ取引         

         

受取変動・支払固定 － － － － 5,300 5,000 △ 74 △ 74 

市場
取引
以外
の 
取引          

合   計 － － － － 5,300 5,000 △ 74 △ 74 

（注）１．時価の算定方法：金融機関から提示された価格によっております。 
   ２．ヘッジ会計を適用しているものは開示の対象から除外しております。 
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（セグメント情報） 
 

（１）事業の種類別セグメント情報 
   
 当中間連結会計期間 （自 平成１６年４月１日 至 平成１６年９月３０日） （単位：百万円） 
  

自動車 産業機器 航空宇宙 その他 計 
消去又は
全社 
連  結 

 Ⅰ．売上高及び営業損益      
  売   上   高      

  （１）外部顧客に対する売上高 628,709 23,607 27,397 11,078 690,791 － 690,791

  （２）セ グ メ ン ト 間 の      

      内部売上高又は振替高 1,832 125 22 1,646 3,625 △3,625 ― 

  計 630,541 23,732 27,419 12,724 694,416 △3,625 690,791

  営 業 費 用 614,699 23,211 28,138 13,180 679,228 △3,938 675,290

    営  業  利  益 15,842 521 △719 △456 15,188 313 15,501

          
   
 前中間連結会計期間 （自 平成１５年４月１日 至 平成１５年９月３０日） （単位：百万円） 

  
自動車 産業機器 航空宇宙 その他 計 

消去又は
全社 
連  結 

 Ⅰ．売上高及び営業損益      
  売   上   高      
  （１）外部顧客に対する売上高 606,689 20,970 25,759 11,971 665,389 － 665,389

  （２）セ グ メ ン ト 間 の      

      内部売上高又は振替高 1,891 32 185 1,870 3,978 △3,978 ― 

  計 608,580 21,002 25,944 13,841 669,367 △3,978 665,389

  営 業 費 用 589,984 21,053 25,229 15,010 651,276 △4,195 647,081

    営  業  利  益 18,596 △51 715 △1,169 18,091 217 18,308

          
   
 前連結会計年度 （自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） （単位：百万円） 

  
自動車 産業機器 航空宇宙 その他 計 

消去又は
全社 
連  結 

 Ⅰ．売上高及び営業損益      
  売   上   高      
  （１）外部顧客に対する売上高 1,316,951 42,257 56,632 23,611 1,439,451 － 1,439,451

  （２）セ グ メ ン ト 間 の      

      内部売上高又は振替高 3,847 333 218 3,284 7,682 △ 7,682 － 

  計 1,320,798 42,590 56,850 26,895 1,447,133 △ 7,682 1,439,451

  営 業 費 用 1,268,684 42,889 57,177 28,377 1,397,127 △ 8,000 1,389,127

    営  業  利  益 52,114 △ 299 △ 327 △ 1,482 50,006 318 50,324

 
〔注記事項は次頁に記載しております。〕
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 (注)１．事業の区分方法 
    事業区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 
  
 ２．各区分に属する主要な製品 
  事業区分 主  要  製  品  
  自 動 車 小型自動車、軽自動車  
  産業機器 汎用エンジン、発電機  
  航空宇宙 航空機、宇宙関連機器部品  
  そ の 他 特殊車両、不動産  
  
 ３．営業費用はすべて各セグメントに配賦しており、配賦不能営業費用はありません。 

  
 ４．その他事業に含まれていた主要製品である、ハウスは平成16年4月1日をもって持分法適用の 
子会社に業務移管しております。 
 

  ５．会計処理の方法の変更 
   
  （ヘッジ会計の方法） 
  「会計処理の方法の変更」に記載のとおり当中間連結会計期間より、為替予約の振当処理及び
繰延ヘッジ処理を行わないことと致しました。この変更により、従来と同一の処理方法を適用
した場合と比べて、売上高及び営業利益は「自動車」で１２６百万円、「産業機器」で３７百
万円多く計上されております。 

   
  ６．売上高の計上基準 
 「追加情報」に記載のとおり前連結会計年度より、「航空宇宙」の売上高の計上基準は工期１
年超かつ１件５０億円以上の請負契約について工事進行基準を適用しております。この基準は
下半期より適用しているため、前中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結会
計期間と同一の処理による場合と比べて、「航空宇宙」の売上高が３，５１９百万円、営業利
益が２０８百万円それぞれ少なく計上されております。 
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（２）所在地別セグメント情報 
   
 当中間連結会計期間 （自 平成１６年４月１日 至 平成１６年９月３０日） （単位：百万円） 
  

日  本 北  米 その他 計 
消去又は
全社 

連  結 

 Ⅰ．売上高及び営業損益        

  売   上   高        

  （１）外部顧客に対する売上高 439,761 243,314 7,716 690,791 ― 690,791 

  （２）セ グ メ ン ト 間 の       

     内部売上高又は振替高 135,700 805 199 136,704 △136,704 ― 

   計  575,461 244,119 7,915 827,495 △136,704 690,791 
  営 業 費 用  554,088 251,834 7,697 813,619 △138,329 675,290 

   営  業  利  益  21,373 △7,715 218 13,876 1,625 15,501 

           
   
 前中間連結会計期間 （自 平成１５年４月１日 至 平成１５年９月３０日） （単位：百万円） 
  

日  本 北  米 その他 計 
消去又は
全社 

連  結 

 Ⅰ．売上高及び営業損益        

  売   上   高        

  （１）外部顧客に対する売上高 387,899 276,069 1,421 665,389 ― 665,389 

  （２）セ グ メ ン ト 間 の       

   内部売上高又は振替高 146,878 861 158 147,897 △147,897 ― 

   計  534,777 276,930 1,579 813,286 △147,897 665,389 
  営 業 費 用  518,290 280,097 1,487 799,874 △152,793 647,081 

   営  業  利  益  16,487 △3,167 92 13,412 4,896 18,308 

           
   
 前連結会計年度 （自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） （単位：百万円） 
  

日  本 北  米 その他 計 
消去又は
全社 

連  結 

 Ⅰ．売上高及び営業損益        

  売   上   高        

  （１）外部顧客に対する売上高 840,330 590,271 8,850 1,439,451 － 1,439,451 

  （２）セ グ メ ン ト 間 の       

     内部売上高又は振替高 263,260 1,692 344 265,296 △265,296 － 

   計  1,103,590 591,963 9,194 1,704,747 △265,296 1,439,451 

  営 業 費 用  1,065,920 590,892 8,935 1,665,747 △276,620 1,389,127 

   営  業  利  益  37,670 1,071 259 39,000 11,324 50,324 

 
〔注記事項は次頁に記載しております。〕
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 (注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   
  ２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 
   北  米 ： 米国、カナダ 
   その他 ： 欧州 
   
  ３．営業費用はすべて各セグメントに配賦しており、配賦不能営業費用はありません。 
   
  ４．会計処理の方法の変更 
   
  （ヘッジ会計の方法） 
   「会計処理の方法の変更」に記載のとおり当中間連結会計期間より、為替予約の振当処理及び繰
延ヘッジ処理を行わないことと致しました。この変更により、従来と同一の処理方法を適用した
場合と比べて、「日本」の売上高及び営業利益は１，４９３百万円、多く計上されております。 

   
  ５．売上高の計上基準 
  「追加情報」に記載のとおり前連結会計年度より、「日本」に含まれる航空宇宙の売上高の計上
基準は工期１年超かつ１件５０億円以上の請負契約については工事進行基準を適用しておりま
す。この基準は下半期より適用しているため、前中間連結会計期間は従来の方法によっており、
当中間連結会計期間と同一の処理による場合と比べて、「日本」の売上高が３，５１９百万円、
営業利益が２０８百万円それぞれ少なく計上されております。 
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（３）海 外 売 上 高 
 当中間連結会計期間 （自 平成１６年４月１日  至 平成１６年９月３０日）  
      （単位：百万円）  

   北  米 欧  州 その他 計  
  海外売上高 273,554 59,249 52,950 385,753  
  連結売上高  690,791  
  連結売上高に占める  
  海外売上高の割合（％） 

39.6% 8.6% 7.6% 55.8% 
 

         
         
 前中間連結会計期間（自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日）  
      （単位：百万円）  
   北  米 欧  州 その他 計  
  海外売上高 294,030 41,042 38,178 373,250  
  連結売上高  665,389  
  連結売上高に占める  
  海外売上高の割合（％） 

44.2% 6.2% 5.7% 56.1% 
 

    

         
 前連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日）  
      （単位：百万円）  
   北  米 欧  州 その他 計  
  海外売上高 624,372 101,049 86,113 811,534  
  連結売上高  1,439,451  
  連結売上高に占める  
  海外売上高の割合（％） 

43.4% 7.0% 6.0% 56.4% 
 

    

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。   

       

  ２．各区分に属する主な国又は地域     

   北  米 ： 米国、カナダ     
   欧  州 ： ドイツ、スイス、イギリス    
   その他 ： オーストラリア    
   

  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   

 
 
    ４．会計処理の方法の変更 
 （ヘッジ会計の方法） 
  「会計処理の方法の変更」に記載のとおり当中間連結会計期間より、為替予約の振当処理
及び繰延ヘッジ処理を行わないことと致しました。この変更により従来と同一の処理方法
を適用した場合と比べて、「北米」の売上高が１２４百万円、「欧州」で３９百万円多く
計上されております。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

（１） 生産実績 
 当中間連結会計期間の生産実績を事業のセグメントごとに示すと次のとおりであります。 
           

当中間連結会計期間    
自 平成１６年４月 １日 事業の種類別セグメントの名称 
至 平成１６年９月３０日 

前 年 同 期 比 （％） 

 軽自動車 85,259  台 ＋31.2  

 小型・普通自動車 212,183  台 ＋ 1.8  
自動
車事
業  受託車 12,183  台 △ 9.1  

 計 309,625  台 ＋ 7.9  

 産業機器事業 21,670  百万円 ＋27.7  

 航空宇宙事業 29,297  百万円 △ 3.9  

 その他事業 9,389  百万円 △17.6  
（注） １．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 
 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。    

 
（２） 受注状況 
 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 
 なお、自動車事業及び産業機器事業については見込生産を行っております。 
         （単位：百万円） 

    
区 分 受 注 高 

前年同期比（％） 
受 注 残 高 

前年同期比（％） 
 航空宇宙事業 30,668  +235.7  124,035   ＋24.4 

  その他事業 9,877  △ 9.9  4,772   △17.5 

 合計 40,545  +101.7  128,807   ＋22.1 
（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

（３） 販売実績 
 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 
         （単位：百万円） 

 当中間連結会計期間     
 自 平成１６年４月 １日 
 
事業の種類別セグメントの名称 

至 平成１６年９月３０日 
前 年 同 期 比 （％） 

  自動車事業   628,709    ＋ 3.6   
  産業機器事業  23,607    ＋12.6   

  航空宇宙事業  27,397    ＋ 6.4   
  その他事業   11,078    △ 7.5   

  合計  690,791    ＋ 3.8   
(注) １．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 
 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。      

 



 

    平成16年11月12日
富士重工業株式会社

広 報 部
 

〈 平成17年3月期 中間決算参考資料 〉  （連結）

前中間期実績 当中間期実績 通期予想

平成16年3月期中間 平成17年3月期中間 平成17年3月期

（H15.4.1～H15.9.30） （H16.4.1～H16.9.30） （H16.4.1～H17.3.31）

売上高 6,653 億円 6,907 億円 ( 3.8 ) 14,394 億円 14,500 億円 ( 0.7 ) 14,700 億円

国内 2,921 億円 3,050 億円 ( 4.4 ) 6,279 億円 6,500 億円 ( 3.5 ) 6,800 億円

海外 3,732 億円 3,857 億円 ( 3.3 ) 8,115 億円 8,000 億円 ( △ 1.4 ) 7,900 億円

営業利益 183 億円 155 億円 ( △ 15.3 ) 503 億円 450 億円 ( △ 10.6 ) 450 億円

〈利益率〉 〈   2.8 〉 〈 2.2 〉 〈  3.5 〉 〈 3.1 〉 〈  3.1 〉

経常利益 244 億円 150 億円 ( △ 38.5 ) 566 億円 470 億円 ( △ 17.0 ) 470 億円

〈利益率〉 〈   3.7 〉 〈 2.2 〉 〈   3.9 〉 〈 3.2 〉 〈  3.2 〉

当期純利益 194 億円 82 億円 ( △ 57.4 ) 386 億円 320 億円 ( △ 17.2 ) 320 億円

〈利益率〉 〈   2.9 〉 〈 1.2 〉 〈   2.7 〉 〈 2.2 〉 〈  2.2 〉

増減要因 (増益要因) (増益要因) (増益要因)

(営業利益）  原価低減 億円  原価低減 億円 原価低減     162億円

 試験研究費減 億円  諸経費等の減 億円 売上構成差等  27億円

 諸経費等の減 億円  試験研究費減 億円 諸経費等の減   6億円

(減益要因) (減益要因) (減益要因)

 為替レート差 億円  為替レート差 億円 為替レート差 238億円

 売上構成差等 億円  売上構成差等 億円 試験研究費増  10億円

設備投資 357 億円 405 億円 745 億円 770 億円 820 億円

減価償却費 272 億円 255 億円 532 億円 520 億円 520 億円

試験研究費 304 億円 278 億円 575 億円 550 億円 585 億円

有利子負債残高 3,966 億円 億円 3,789 億円 億円 4,100 億円

業績評価  2期連続の増収  4期連続の増収

 当期純利益減益  4期ぶりの当期純利益減益

 売上高過去最高  売上高過去最高

国内売上 113 千台 124 千台 ( 9.5 ) 246 千台 265 千台 ( 7.8 ) 282 千台

（内訳）

登録車 52 千台 50 千台 ( △ 2.8 ) 111 千台 110 千台 ( △ 1.3 ) 110 千台

軽自動車 61 千台 73 千台 ( 19.9 ) 134 千台 155 千台 ( 15.3 ) 172 千台

海外売上 135 千台 152 千台 ( 12.2 ) 306 千台 323 千台 ( 5.8 ) 329 千台

（内訳）

北米 93 千台 94 千台 ( 1.0 ) 206 千台 210 千台 ( 2.1 ) 222 千台

欧州 22 千台 31 千台 ( 40.6 ) 54 千台 59 千台 ( 10.0 ) 58 千台

その他 20 千台 27 千台 ( 32.8 ) 46 千台 54 千台 ( 17.4 ) 50 千台

完成車合計 248 千台 275 千台 ( 10.9 ) 551 千台 588 千台 ( 6.7 ) 611 千台

ＳＩＡ受託生産車 13 千台 12 千台 ( △ 9.1 ) 25 千台 13 千台 ( △ 47.9 ) 13 千台

 
注１．（     ）は、対前年同期増減率

注２．金額：億円（億円未満は切り捨て）、台数：千台 (百台以下を四捨五入)、比率：％（小数点第２位を四捨五入）

注３．連結売上台数は、国内連結対象販売会社の小売台数、海外連結対象販売統括会社の卸売台数、

      非連結対象会社に対する富士重工業の出荷台数などの合計値

176

93

4,055

121

18

4,100

25

通期予想

（H16.4.1～H17.3.31）

163

28

平成17年3月期

(第一四半期発表時）

前年度実績

（H15.4.1～H16.3.31）

平成16年3月期

70

26

15
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